
はじめに��年代日本の長期低迷を特徴づけるものに,
企業利潤の低迷があげられる｡ これを重視し

た橋本 (����) は, ��年代日本の長期停滞の
原因は, バブル破綻に絡む不良債権処理問題

というよりは, むしろ企業収益の大幅な低下

にある, と論じた｡ その議論の骨子は次のよ

うなものである｡ これまで日本経済を支えて

きたさまざまな制度が変化や崩壊する中, 定

期昇給制度に代表される雇用慣行だけは従来

のまま維持されているため, そのことが労働

生産上昇率より高い名目賃金の上昇率をもた

らしており, それによって労働分配率の上昇

(＝利潤シェアの下落) が生じ, 企業収益を

圧迫した, というものである｡

これに対し池田 (����) では, 利潤圧縮メ
カニズムの重要性を認識しつつも, そのメカ

ニズムについて橋本 (����) の議論とは異な
る観点から検討した｡ すなわち, 経済の需要

制約を重視するケインズ＝カレツキ的なアプ

ローチから, 基本的には総需要の下落によっ

て低成長が続いていると捉え, そうした低成

長が従来の日本の雇用慣行を伴うとき, 結果

として労働分配率の上昇 (＝利潤シェアの下

落) を引き起こす可能性を指摘した｡ 要する

に, 橋本の議論とは逆の因果関係に着目した

のである｡

この小論の目的は, 池田 (����) の分析を

補充することにあり, その構成は以下のとお

りである｡ 第１節では, 利潤圧縮メカニズム

について理論的要点を再整理し, 関連する統

計データについて確認する｡ 第２節では, 前

節の理論的整理を踏まえて, 統計データを概

観する｡ ここでのポイントは, 利潤率の規定

要因として ｢利潤シェア｣ だけでなく, ｢稼

働率｣ という変数も考慮に入れるならば,

｢利潤シェアの下落 (労働分配率の上昇) →

利潤率の低下｣ という単純な因果関係は必ず

しも妥当しない, ということである｡

主たる結論としては, ��年代日本の企業収
益の低迷にとって, 利潤シェアの低下がもた

らす効果はかなり限定的なものであり, むし

ろケインズ＝カレツキ的な総需要制約を表す

稼働率の効果が大きい, というものである｡

１ 利潤圧縮の規定要因

1.1 利潤率の要因分解

ここでは, 池田 (����) でとりあげた���������(����) の利潤圧縮についての分
析枠組みを簡単に確認しておく１)｡ まず利潤

を�とし, 資本ストックを�とすると, 利
潤率は���と表されるが, ���������(����)
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１) ���������(����) の分析の教科書的解説と
しては, ���������������(����) の第��
章, ならびに宇仁・坂口・遠山・鍋島 (����)
の第��章を参照｡
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は, その利潤率 (���� �) を次のように
分解する｡�� �� ��� �� ��������������
ここで, �は現実の産出量, ��は (資本ス

トック完全稼動時の) 潜在産出量である｡

上の式が直截に表していることは, 利潤率

(�) が, 産出高に占める利潤シェア (�����), 潜在産出量に対する現実の産出量と
して表される稼働率 (����� �), そして
潜在産出量・資本比率 (������) の３つ
の要因に規定される, ということである｡ し

たがって, 利潤率の低下を論じる利潤圧縮論

は, これら３つの要因のいずれを強調するか

によって分類されることになる２)｡

橋本 (����) の利潤圧縮論を, 上の利潤率
の要因分解にそって分類すれば, ��年代とい
う長期的な利潤率低下の要因として, 労働分

配率の持続的な上昇, すなわち ｢利潤シェア｣

の下落を強調するものである｡ 従来の固定的

な雇用慣行の下での実質賃金の持続的な上昇

を強調し, それが引き起こす利潤シェアの下

落が, 利潤率を押し下げていった, というの

が橋本の利潤圧縮論の要点である｡

さらに留意すべきは, 橋本 (����) は利潤
率に対する ｢稼働率｣ の影響, 言い換えれば,

需要サイドの影響については明確に否定して

いる点である３)｡ あくまでも ｢労働分配率の

上昇＝利潤シェアの低下｣ が利潤率低下の

｢主｣ たる原因であって, 需要不足という現

象は結果にすぎない, すなわち, 稼働率の変

化は ｢従｣ にすぎない, というわけである｡

これに対して池田 (����) では, 経済の需
要制約を強調するケインズ＝カレツキ的なア

プローチから, むしろ ｢稼働率 (����� �)｣
の変化に注目して, 利潤圧縮を検討した｡ そ

こでは, �������(���������) の議論のエ
ッセンスを取り込み, 経済成長における稼働

率の役割を強調してきたカレツキアン・モデ

ルに依拠しながら４), 利潤圧縮メカニズムに

は多様なパターンが存在することを論じ, と

くに固定的な間接労働を取り込んだカレツキ

アン・モデルが描くように, 橋本が強調する

旧来の日本の硬直的な雇用形態や賃金体系は,

利潤シェアのみならず, 稼働率を通じても,

利潤率に影響を与えることを強調した｡

以上のような利潤率の要因分解を念頭に置

きながら, 次節では関連する統計データにつ

いて確認していこう｡

1.2 統計データ

ここでは上記の利潤率の要因分解に関わる

３つの変数, すなわち, 利潤シェア (�����), 稼働率 (����� �), 潜在産出量・
資本比率 (������) についてのデータを
確認しておこう｡ 池田 (����) では, 橋本
(����) に準拠しながら財務省 『財政金融統

計月報』 の ｢法人企業統計｣ の年次データ
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２) これらの分類については, 池田 (����) を参
照｡
３) 橋本は, ��年代日本経済の長期低迷の原因を
需要サイドから個人消費の不振や設備投資の減
少に求めるような説を ｢需要不足説｣ と定義し,
それは現実認識として正しいが, 需要不足は原
因ではなく, 結果であると読み解くべきだ, と
している (橋本, ����, ��‒��頁)｡

４) もっとも, カレツキアンの基本モデルでは,
利潤から賃金への所得再分配が経済成長を押し
上げるという, いわゆる ｢停滞論｣ 的な特徴が
ある｡ そのため, いわゆる ｢利潤圧縮｣ をカレ
ツキアン・モデルに取り込むためには, 何らか
の修正・拡張が必要である｡ その代表的なもの
は, １つは, �����������������(����)
に代表される, カレツキアン型投資関数の ｢暗
黙の仮定｣ を修正するモデルであり, もう１つ
は, ������(����) や �������� (����) に
代表される ｢間接労働｣ という雇用形態を導入
にしたモデルの拡張である｡ これらの修正モデ
ルの形式的側面の詳細については, 池田 (����,
第２章) を参照｡
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(全産業) を用いたが, ここでも同じデータ

を基本とし若干の修正拡充を行うことにす

る５)｡

まず利潤シェア (�����) に関して,
｢法人企業統計｣ ではいわゆるマクロ経済レ

ベルの���に相当する ｢付加価値｣ は次の

ように算出されている｡

付加価値＝営業利益 (営業純益＋支払利息・

割引料)＋人件費 (役員給与＋従

業員給与＋福利厚生費)＋動産・

不動産賃借料＋租税公課

したがって, この付加価値から人件費を引い

たものを ｢利潤｣ と定義すれば, 利潤シェア

は ｢利潤／付加価値｣ として容易に求められ

る｡

ところで近年, 脇田 (����) は, マクロ・
レベルでみた最近の労働分配率の上昇は, 巨

額の固定資本減耗分 (減価償却費) を反映し

たものであるとの指摘をしている６)｡ 実際,

この小論で用いる ｢法人企業統計｣ において

も, 上記 ｢付加価値｣ に対する ｢減価償却費｣

の比率は持続的に上昇していることが確認で

きる (図１)｡

脇田 (����) は, 従来 ｢労働分配率一定｣
という経験則を理論的に基礎づけてきた, コ

ブ＝ダグラス型生産関数および完全競争企業

の利潤最大化という想定の下では, 固定資本

減耗の存在が ｢所得｣ 概念の労働分配率を上

昇させることを指摘し, ��年代を通じて, 見
かけ上, 労働分配率の上昇が生じたとしてい

るが, こうした巨大な固定資本減耗 (減価償

却費) は, カレツキアン＝ポスト・ケインジ

アンの立場からすれば, どう捉えるべきであ
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５) なお現在では, 法人企業統計調査の時系列デ
ータについては, 財務省・財務総合政策研究所
のウェブサイトから直接ダウンロード可能とな
っており, 今回はそれらの年次データを使用し
た｡

図１：｢減価償却費／付加価値｣ 比率

(出所) 財務省 ｢法人企業統計｣ より作成

６) 脇田 (����) は, 近年の日本のマクロ経済で
は固定資本減耗比率が���の２割にまで上昇
し続け, ��兆円という量的にも大きなものにな
ってきていることを指摘している｡
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ろうか｡

カレツキアンのアプローチが, 利潤シェア

(ないし, その裏面の労働分配率) に着目す

る理由は, 賃金が相反する２つの側面, すな

わち ｢費用｣ としての側面と, ｢需要の源泉｣

としての側面という２つ側面を有しているか

らである (�����������������, ����)｡
それゆえ, 賃金へ分配されるものではないと

いう意味で, カレツキアンの立場からは, 減

価償却費は利潤シェア (および付加価値の一

部) へ含めるべきであろう｡ したがって以下

では, 上記の ｢利潤｣ (付加価値－人件費)

の定義を使って, 利潤シェア (�����)
のデータとして ｢利潤＋減価償却費／付加価

値＋減価償却費｣ を用いることにしよう７)｡

つぎに, 稼働率 (����� �) についてで
あるが, よく知られているように, 日本には

全産業にわたる稼働率という統計は存在しな

い｡ 唯一, 製造業については, 経済産業省

｢稼働率・生産能力接続指数｣ においてデー

タが公表されている｡ しかし, 非製造業をも

含めたマクロ経済全体にわたるような全産業

の稼働率についての統計は存在せず, そのた

め, そうした稼働率 (ないし潜在���) の
推計自体が研究対象になっている状況であ

る８)｡

もちろんカレツキアンの立場からも, より

精度の高い稼働率の統計指標は望まれるが,

ここでは, 上記 ｢稼働率・生産能力接続指数｣

の製造業データを用いることにしよう｡ なお

元のデータは月次データであるため, 年次デ

ータとして加工したものを用いることにする｡

具体的には, 元の月次データを, 当該月の前

後の月を含んだ３ヶ月の移動平均をとった上

で, それらの��ヶ月分の平均を年次データと
して用いることにする｡

最後に, 潜在産出量・資本比率 (������) ついてであるが, 上記の稼働率から分
子の潜在産出量が求められるとすれば, 分母

の資本ストックが分かれば, その値は直ちに

求められる｡ ただし問題は, 資本ストックの

データも必ずしも精度の高い統計データが存

在するわけではない点である９)｡

｢法人企業統計｣ には, 収益率の指標とし

て ｢総資本営業利益率｣ や ｢総資本経常利益

率｣ といったデータがあるが, これらの分子

の収益指標は上記の利潤シェアと異なってい

るだけでなく, これらの分母の資本ストック

にあたる ｢総資本｣ にも注意をしなければな

らない｡ この ｢総資本｣ は当然ながら金融資

産も含んでおり, この時期の金融資産の部分

はいわゆるバブル崩壊期にマクロ経済レベル

では大きな変化が生じているからである��)｡
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７) なお, ポスト・ケインジアンにとっていまや
古典となった感のある�������(����) の分析
では, 減価償却費がもたらすキャッシュ・フロ
ーは内部留保と同様の性質のものとされ, それ
らは一括して ｢企業賦課金 (�������������)｣
という独自の概念が与えられている｡
８) たとえば, 鎌田・増田 (����) を参照｡ また
近年, マクロ・レベルでの稼働率の推計は盛ん
になってきているが, この背景には, ��年代日
本経済の長期低迷を, 全要素生産性の低下等か
ら説明する新古典派的なアプローチと, 資本設
備の不完全稼働や労働の不完全雇用を強調する
ケインズ的なアプローチとの対立があると考え
られる (たとえば, 岩田・宮川 (編) (����)
を参照)｡ いうまでもなく, 前者のアプローチ
には, 本来, 稼働率といった変数は入り込む余

地はない｡
９) 増田 (����) によれば, 日本の資本ストック
統計には, ｢国富調査｣, ｢民間企業資本ストッ
ク｣, ｢国民経済計算の純固定資産｣ の３つがあ
るが, もっとも詳細な ｢国富調査｣ は����年を
最後に中断されているとの指摘がある｡��) たとえば, 平成��年版 『国民経済計算年報』
の期末貸借対照表勘定における非金融法人企業
の金融資産のデータでは, ����年には対前年比
でマイナス約��％, ��年と��年ではそれぞれ対
前年比で, マイナス約９％とプラスの約��％と
非常に大きく変動していることが分かる｡ なお,
この点については宇仁宏幸氏 (京都大学) から
貴重なご指摘をいただいた｡ 記して感謝する｡
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したがって, 前節の議論との整合性の観点

からは, とりわけ稼働率の効果を捉えるため

には, 資本ストックの変数として, ｢法人企

業統計｣ の ｢資産・負債及び資本の状況｣ に

おける ｢有形固定資産 (土地ならびに建設仮

勘定, その他有形固定資産)｣ のみを考える

ことが適切と考えられる��)｡
また資本ストックに関するその他の統計と

しては, 内閣府 ｢民間企業資本ストック年報｣

がある｡ ただし現在公表されているデータは,����年基準 (�����) として実質値にデフ
レートされているため, ｢法人企業統計｣ の

フロー変数とは厳密には対応していない｡ し

たがって, 以下では参考値としてのみ利用す

る｡

２ データの概観：利潤圧縮の要因分
解

2.1 90年代日本の利潤率の動き

ここでは上記のデータを用いて, まず利潤

率そのものの動きを概観しよう｡ 図２は, 前

節のいくつかの資本ストックおよび収益性の

指標に応じて, ３つの利潤率をプロットした

ものである｡ １つは, ｢法人企業統計｣ にお

ける ｢総資本営業利益率｣, １つは, (上記の

ように資本ストックとして ｢有形固定資産｣

のみを考えた) 対 ｢有形固定資産｣ 利潤率で

ある｡ また２つの指標の中間にあたる参考値

として, 上記の ｢民間企業資本ストック｣ に

対する利潤の比率もプロットしてある｡

図２からは, いずれの利潤率もおおむね同

様の動きをしていることが分かる｡ いずれも����年代後期のいわゆるバブル期の高い水準
から, ����年にかけて大きく下落している｡
とくに, 対 ｢有形固定資産｣ 利潤率は, ��％
近くあった水準が��％以下へと��％以上の低
下を見せている｡ その後, ����年から��年に
かけては下落のテンポは緩やかになるものの,
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��) なお池田 (����) では, 資本ストックとして
有形固定資産だけでなく, 在庫 (棚卸資産) を
も加えているが, この時期の前者に対する後者
の比率は一貫して減少傾向にあるため, 在庫に
ついては省略した｡ またバブル崩壊と関連する
有形固定資産に含まれる ｢土地｣ の問題につい
ては, 池田 (����, 注９) を参照｡

図２：利潤率の推移

(出所) 財務省 ｢法人企業統計｣, 内閣府 ｢民間企業資本ストック年報｣ より作成
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低い水準で低迷し続けることになる｡ ����年
からの後退期には, 再び, 下落を始め, ����
年に底を打つことになる｡ その後は, いわゆ

る ｢��バブル｣ を挟む����‒��年の短い景気
循環を経て, ����年からは, 現在 ｢戦後最長
景気｣ と呼ばれている拡張期に入り, 利潤率

水準は上昇し続けている｡

さて, 橋本 (����) が強調するのは, ��年
代の企業収益の大幅な低迷であった｡ それを

端的に表しているのは, 上記の３つの利潤率

のうち, 対 ｢有形固定資産｣ 利潤率である｡

以下では, この利潤率を対象に分析を加える

ことにしよう｡

2.2 利潤率の寄与度分解

ここでは前節の利潤率の要因分解式 (�����������) の対数階差をとって, 以下のよ
うな ｢寄与度分解｣ を求めることにしよう｡�����������������������
この ｢寄与度分解｣ を����年から����年ま
でプロットしたのが図３である｡

図３から一見してわかるように, 利潤シェ

アの下落が��年代の利潤率低迷の主たる原因
とは言い難い｡ 単純に見ても, ３つの要因の

うち利潤シェアが利潤率の低下に最も寄与し

ているのは, ��年代では����年だけである
(����年も利潤シェアの変化は最も大きいが,
ただしこの年は利潤率 ｢上昇｣ のケースであ

る)｡

以下では, 内閣府 ｢景気基準日付｣ に準じ

て, � ��年から��年の後退期, � ��年から��‒７年の拡張期, � ��年から��年の後退期,
のそれぞれについて, 利潤圧縮の詳細をみて

いこう��)｡
まず, 利潤率低下の最も著しい����年から��年の後退期については, 図３から明らかな
ように, 全般的に稼働率の効果がきわめて大

きなものになっている｡ 上述の ｢寄与度分解｣

立教経済学研究 第��巻 第２号 ����年���

��) なお池田 (����) では, 吉川 (����, 第１章)
にならって, � ��年から��年の不況期, � ��
年から��年の回復期, � ��年第２四半期から��年のマイナス成長期, の３つの時期区分を用
いた｡

図３：利潤率の寄与度分解

(出所) 財務省 ｢法人企業統計｣, 経済産業省 ｢稼働率・生産能力接続指数｣ より作成
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からそれぞれの ｢寄与率｣ を求めたのが表１

である｡ ����年および��年については, 利潤
率の低下に最も寄与しているのは稼働率の低

下であり, 利潤シェアの低下は, 稼働率のそ

れと比べて, 約半分ほどの影響しかないこと

が分かる｡

また����年については, 利潤シェアの低下
が相対的に最も大きくなっているが, 稼働率

のそれも大きく影響していることには変わり

はない｡ とくにカレツキアンの観点からは,

利潤シェアの低下よりも稼働率の低下が先行

している点には着目すべきである｡ なぜなら,

橋本 (����) が注目する従来の硬直的な日本
の雇用制度は, 当然ながら固定的な賃金部分

が大きいことを意味しているが, こうした固

定的な賃金部分によって, 稼働率が低下すれ

ば, 自動的に労働分配率 (賃金シェア) は上

昇し, その ｢結果として｣ 利潤シェアが低下

する可能性があるからである｡

したがって, この時期は, 全般的に稼働率

の効果が大きいというだけでなく, 稼働率の

低下が利潤シェアの低下に先行しているとい

う点でも, 利潤率の下落に最も影響を与えた

のは稼働率の変化であると考えるべきであろ

う��)｡

つづいて����年から��年までの停滞期を見
ることにしよう｡ まず, この時期の利潤率の

変化は相対的に小さく, また��年には若干な
がらも上昇しているため, そもそも橋本

(����) の論旨とは不整合の時期ではある｡
しかしながら, 利潤率の変化に利潤シェアが

主導的役割をしているかどうかについては確

認できる｡

まず����年は, 利潤シェアの変化は最も小
さいものであり, 稼働率の変化と潜在産出量

・資本比率のそれが相殺するような形で, 利

潤率の変化を小さなものにとどめている｡����年の利潤率の若干の上昇には利潤シェア
の上昇は寄与しているが, 稼働率の低下によ

って利潤率の上昇は抑制されている｡ また����年は, 利潤シェアは利潤率と反対に動い
ており, 稼働率のプラスの効果が潜在産出量

・資本比率のマイナスの効果によって打ち消

されている��)｡
以上から, この時期も利潤率の変化に大き

な影響を与えているのは, むしろ稼働率であ

ると言えるであろう｡ とくに��年と��年に端
的に表れているように, 稼働率の変化が, 利

潤率の過剰な低下を抑制している点には留意

すべきである��)｡

再考：��年代日本の利潤圧縮 ���

��) なお吉川 (����, 第１章) が指摘するように,
この時期, バブル期の過剰な能力増強型投資の
反動として, 設備投資の大幅な落ち込みがあっ
た, という事実認識は広く共有されている｡ し
たがって, この時期の利潤率低下の主たる要因
が, 稼働率の低下 (＝投資需要を主とする総需
要の落ち込み) にあることは至極, 当然とも言
えよう｡

表１：1991年から93年

年度 Δ�����Δ���� Δ�����Δ���� Δ�����Δ�������� ����％ �����％ －����％���� ����％ ����％ ����％���� ����％ ����％ ���％

��) なお����年と��年は, 潜在産出量・資本比率
の変化が著しいが, 本来, 潜在産出量・資本比
率といった技術的な変数は短期的に変動するも
のではないとも考えられる｡ こうした不自然な
変化の原因としては, むしろ稼働率の統計デー
タに不備があると考えるべきであろう｡ したが
って, 池田 (����) のように, 現実の産出量と
資本ストックの比率に稼働率の効果が反映され
ている想定することにも一定の妥当性はあると
思われる｡��) なお池田 (����) では, この時期の実質���
成長率の寄与度分解では堅調な最終消費支出の
影響が大きいことなどから, 利潤シェアの裏面
である労働分配率の維持・上昇が, 総需要＝稼
働率にプラスの効果を与えているのではないか
と指摘した｡
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最後に, ����年から��年までの変化を眺め
ることにしよう｡ ��年と��年は, 利潤シェア
と稼働率は低下し, ともに利潤率を下落させ

ているが, いずれの年も稼働率の効果のほう

が大きいものとなっている｡ 先と同様にこの

時期のそれぞれ変数の ｢寄与率｣ を求めたの

が表２である｡ この表から, ����年と��年を,
利潤シェア主導の利潤率低下が生じたとする

のは無理があろう｡ ����年については, 稼働
率はプラスに転じ, 利潤シェアは下落してい

るが, 利潤率低下に最も寄与しているのは潜

在算出高・資本比率の下落であり, この点で

は��年も利潤シェア主導による利潤率低下と
は言い難いものになっている｡

池田 (����) では, この時期に関して, ��
年４月の消費税率引き上げに象徴される緊縮

的財政運営, 山一證券などの大型金融機関破

綻に象徴される金融システムの不安の増大と

いった出来事に代表される時期に, 橋本が強

調するような労使関係に起因する利潤シェア

の変化が, 経済パフォーマンスの低下に主導

的な役割を果たしたとは考えにくい, と指摘

した｡ むしろ, 増税や金融不安に起因する総

需要の一時的な冷え込みによる稼働率の急激

な低下が, 利潤率低下の ｢主｣ たる変化と考

えるほうが自然であろう｡ 繰り返しになるが,

このような稼働率の低下が, 従来の日本的な

雇用制度の下で起きれば, ｢結果として｣ 利

潤シェアは下落していくのである｡

おわりに

橋本 (����) が強調するのは, 定期昇給制

度に象徴される日本の従来の雇用慣行の維持

が, 労働分配率の持続的な引き上げ, すなわ

ち利潤シェアの持続的な低下をもたらし, そ

れが利潤圧縮メカニズムを生じさせている,

ということであった｡ そして, こうした利潤

圧縮メカニズムが企業収益の低迷を規定し,

そのことが企業の設備投資を抑制させ, 総需

要を冷え込ませるという悪循環を発生させて

いる, という主張であった｡

しかしながら, この小論でも確認できたよ

うに, 利潤シェアの低下が��年代を通じて利
潤率の低下に持続的・長期的に影響を与えた

とは言い難い｡ むしろ, ��年代前半の急激な
利潤率低下の主役は稼働率の変化であり, ま

た��年代後半の利潤率低下も稼働率の影響は
きわめて大きいと言わざるをえない｡

ちなみに, 近年のいわゆる ｢戦後最長景気｣

と呼ばれる����年からの景気拡張期の利潤率
の上昇について, 先の利潤率の ｢寄与度分解｣

(図３) を見てみよう｡ この時期の利潤率の

回復は, 一見すると, 橋本の議論を (逆の方

向で) 支持するようにも見える｡ すなわち,

利潤シェアの上昇が主導的役割を果たし, 利

潤率の上昇に寄与していくことになる｡ こう

した利潤率の回復は, 果たして, 橋本 (����)
が望んでいたものなのであろうか��)｡
近年, 脇田 (����) は, 企業利潤中心の景
気変動理解 (おそらく橋本 (����) もそれに
含まれる) を問題視しながら, 次のように述

べている｡

｢たしかに企業利潤が高まれば, 投資に

波及しさらに人件費に波及して, 景気の持

続性が高まるシグナルになることは確かで

す……しかしそれは真の原因となるのでは

なく, 企業がいったん利潤を貯め, その後

立教経済学研究 第��巻 第２号 ����年���
表２：1997年から99年

年度 Δ�����Δ���� Δ�����Δ���� Δ�����Δ�������� �����％ �����％ －�����％���� ����％ ����％ ���％���� ����％ －�����％ �����％

��) 橋本 (����) の最終的な提言は, 雇用安定を
確保した上での労使の協調的賃金切り下げ (日
本型のワークシェアリング) を, というもので
あった｡
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に分配する動きから得られた, 言わば ｢中

間的｣ な段階を示す動きでしかないのです｡

したがって, もともと分配するためにある

企業利潤を, 人件費を削ったり減税をして

適正水準を超えて高めればよいのか, と言

えば, それは本末転倒であり, 草を引っ張

れば早く伸びると考えるようなものでしょ

う｡｣ (脇田, ����, ���頁)
脇田 (����) のアプローチは, ポスト・ケ
インジアン＝カレツキアンのそれとは全く異

なるものであるが, 上のような現状認識は,

ある意味きわめてカレツキアン的と言えるも

のである｡
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